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韓国の「文化観光解説士」のあり方と
〈ボランティア性〉に関する一考察
金　賢貞
序章─問題の所在
　観光（tourism）はいま、「力強い経済」を実現するための「極めて重要な
成長分野」であるとともに、その「経済波及効果」を活かした「地域活性
化、雇用機会の増大など」が見込まれる国家産業でもある 1）。観光に対する
このような評価や位置付けは、韓国においても同様に見られ、2019年 4月
2日に開かれた「拡大国家観光戦略会議」の中で韓国の文
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在
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寅
イン
大統領（2017
～現在）は、「経済発展の核心動力」2）として「観光産業」の重要性を強調
しつつ、「地域経済を活性化させる観光都市」の育成を「大韓民国の観光の
革新戦略」における 3つの推進方向の 1つに据えた 3）。国家産業として高度
化・複雑化する観光は、地域活性化のための有効な手立てとして注目されて
おり、人口減や経済の衰弱化に悩む地域社会を巻き込みつつ各地で展開して
いる。
　観光地化の進む地域社会では、地域住民の他に地域外部からの観光客も重
要な存在となる 4）。ただ、既に指摘した如く、高度化・複雑化する現代社会
における観光は、ホスト（host）と称される地域住民とゲスト（guest）と称
される観光客とともに、この両者を媒介する構成要素として、旅行業・観光
業・交通業等の観光事業者、中央政府・地方自治体、まちづくりや観光関連
の研究者など、「ブローカー」（broker）と総称される人々を加えた形で成り
立っている［安村 2013（2011）: 16・17］。
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　本稿の研究対象である「文化観光解説士」（以下、「解説士」）は、上述し
た観光要素に照らしてみると、ホストとブローカーの両カテゴリーにまたが
る人々である。いまの韓国の観光地に欠かせない重要な存在となっている解
説士は、その名称からも察せられるように、文化遺産や観光地について解説
を行うガイドの役割を果たす。
　しかし、韓国の解説士については、日本における観光研究や観光現象に照
射する文化人類学・民俗学の研究分野の中で取り上げられることはほとんど
なかった 5）。だが、よく似た活動を展開する日本の「観光ボランティアガイ
ド」に関しては、2000年代以降、主にまちづくりや観光開発といった視点
に立つ観光研究の分野で検討がなされてきた。
　観光ボランティアガイドに注目した研究蓄積の背景には、1960年代か
ら地球的規模で進んだ「マス・ツーリズム」（mass tourism、「大衆観光」
ともいう）から 1990年代以後注目されるようになった「持続可能な観
光」（sustainable tourism）6）へのパラダイム・シフトや、「内発的観光開発」
（endogenous tourism development）とその最重要な前提条件としての「自律
性」［石森 2001: 7～12］に対する高い関心があったと考えられる。つまり、
「地域社会の人々や集団が固有の自然環境や文化遺産を持続的に活用するこ
とによって、地域主導による自律的な観光」を実現し、「自然環境の破壊や
文化遺産の悪用などの負のインパクト」［石森 2001: 10］を減らしたり、防
ごうとする動きの現れである。
　本稿の研究目的のひとつでもある韓国の解説士のあり方とその特徴をより
鮮明にするため、日本の観光ボランティアガイドを取り上げた先行研究から
明らかになった要点を以下にまとめておきたい。
　公益財団法人日本観光振興協会によると、「観光ボランティアガイド」は
「自分達が暮らしている地域等を案内、紹介」する「ボランティア」であり、
日本各地で 1,688組織が活動している 7）。すなわち、日本の観光ボランティ
アガイドは、基本的には地域住民の自発的なボランティア活動
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として成り
立っているのである。ここで確認しておきたいのは、そのあり方が制度のレ
4 4 4 4
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ベルで規定されていない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
という点である。
　地域住民による自発的な参加という意味で、ボトムアップ型ボランティア
活動 8）とも言い得る観光ボランティアガイドは、それゆえに、「育成問題な
ど」が「各地域で雑多のまま」［林懿嫻ほか 2012: 95］であり、体系的・組
織的な育成システムは確立していない。ということから、観光ボランティア
ガイドが安定的に輩出されず、担い手不足に悩むケースが多いと指摘され
る。
　観光ボランティアガイドに注目する先行研究のほとんどは、その意義や価
値を積極的に評価しており、それは概して次の 4つにまとめられる。
　第一は、旅行会社が予め用意した画一的な観光商品に飽き始めた観光客
に、「地域のことは地域の人が一番よく知っている」という意味で「地域を
代表」［安福 2014: 102］する住民自らが観光地の価値を説明することで、そ
の魅力を向上させるメリットがあるという点である［加藤ほか 2003; 今井ほ
か 2004; 田口ほか 2009］。第二は、観光ボランティアガイドの活動を通して
地元への愛着心・「わがまち意識」［深見 2009: 54］が生まれるという点であ
る［今井ほか 2004; 寺村 2009］。第三は、地元の歴史や文化を学びたいとい
う学習欲求を満たしたり一層刺激したりする生涯学習的側面であり、この学
習を通じて地元の歴史や文化に新たな価値を付与したり、新しい観光資源づ
くりにも直接かかわり得るという点である［加藤ほか 2003; 寺村 2009; 安福
2014; 磯野 2015・2016］。そして最後は、観光ボランティアガイドとしての
活動が、それ以外の地域活動への関心や参加を促すきっかけになるという点
である［寺村 2009; 林懿嫻ほか 2012; 安福 2014］。
　要するに、観光ボランティアガイドとしての活動によって、住民目線で観
光地の魅力を観光客にダイレクトに発信できるだけでなく、当該住民は地元
の歴史や文化を学び、外部からの観光客に案内する体験を通じて地元を大切
にする気持ちを育み、まちの問題・課題にもより積極的かつ自発的にかかわ
ろうとする意欲的な住民になれるというのである。
　さらに、持続可能な観光・内発的観光開発という認識枠組みから考え
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ると、観光ボランティアガイドは「ヘリテージ・ツーリズム」（heritage 
tourism）や個人化する観光形態にも対応しつつ、観光地住民のエンパワー
メント（empowerment）にも役立つ推奨すべき活動である。そのため、先行
研究の多くは、観光ボランティアガイドを体系的かつ組織的に育成できるシ
ステムや行政側の支援が必要であるという認識を示している。このような評
価がなされる現状に鑑みると、体系的・組織的な育成システムが既に確立し
ている韓国の解説士制度に照射する本稿は、観光ボランティアガイドや韓国
の解説士のようなボランティア活動の制度化
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のあり方について示唆するとこ
ろは大きいであろう。
　ただ、本研究との関連から指摘したいのは、日本の観光ボランティアガイ
ドの〈ボランティア性〉に関する議論が皆無に近いということである。「平
成 29年度観光ボランティアガイド団体調査結果」によると、「ガイド料金」
の有無等について、全体の1,404の観光ボランティアガイド団体のうち、「無
料」でガイドすると答えたのは「28.8%」、「実費負担」が「29.0%」、「有料」
が「26.3%」、「その他」が「15.1%」、無回答が「0.9%」であった 9）。「実費
負担」における「実費」の中身やその算定方法も気になるところではある
が、一般に「無償
4 4
で自発的に社会活動に参加したり、技術や知識を提供した
りする人、またはその活動」10）が「ボランティア」であると定義されること
に照らしてみると、有料でボランティアガイド
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を行うということに首を傾げ
ざるを得ない。
　本稿の目的は、韓国の「文化観光解説士」を規定している制度に焦点を当
て、そのあり方を探るとともに、当該制度の〈ボランティア性〉をめぐる制
度的矛盾の内容と実態を明らかにすることである。
　以上の目的を達成すべく、まず第 1章では、当該制度の業務を管掌する韓
国の「文化体育観光部」（以下、「観光部」）11）が作成した「文化観光解説士
運営指針」を主要な一次資料として用い、制度化された解説士に期待される
役割や、その募集から選抜・運営に至るまでの一連のプロセスにおいて適用
されるナショナル・レベルの規定はどういうものなのか検討する。続けて第
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2章では、解説士制度が、どのような社会的コンテクストや政策的要請から
生まれたのか、制度成立の背景やその目論見について探る。第 3章では、制
度上「ボランティア」に位置付けられる解説士の資格条件に「年齢制限」が
設定されたことによって生じた一連の争いに照射し、その論点と含意を明る
みに出す。第 4章では、年齢制限をめぐる争いが示唆する解説士制度の齟齬
の問題について、実際の解説士の語りに対する考察を含めて論じたい。そし
て最後は、それまでの議論をまとめ、制度化されたボランティアである解説
士の事例を通して見えてくる〈ボランティア性〉とは何か、考えてみたい。
1. 制度化された「文化観光解説士」
　韓国の「観光振興法」12）は、「文化観光解説士を体系的かつ効果的に養
成・活用するため、文化観光解説士に関する法的根拠」13）を作ることを目的
に 2011年 4月に一部改正された（法律第 10556）。現行の観光振興法（法律
第 16051号）によると、解説士は「観光客の理解と鑑賞、体験の機会を増進
させるため、歴史・文化・芸術・自然等の観光資源の全般に対する専門的な
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
解説を提供する者
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」（傍点は筆者、以下同）と定義される（第 2条）。観光振
興法は他にも、解説士の「養成及び活用計画等」（第 48条の 4）、「養成教育
課程の開設・運営」（第 48条の 6）、「選抜及び活用」（第 48条の 8）につい
てそれぞれ明記している。
　ここで特筆に値するのは、解説士という身分や役割が、観光の振興を国家
の使命に位置付けた韓国の法律の中で規定されている点である。ただ、先述
した定義のみを見ると、解説士はその役割において、韓国で「国内旅行案内
士」「観光通訳案内士」14）と称されるプロとしての観光ガイドと大差ないよ
うに思われる。しかし、観光部が 2017年に改定した「文化観光解説士運営
指針」（以下、「運営指針」）の第 2条（文化観光解説士の定義）には、「当該
地域を訪れる観光客たちの理解と鑑賞、体験の機会を増進させるため、歴
史・文化・芸術・自然等の観光資源の全般に対する専門的な解説を提供する
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ボランティア
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」と定義されていることに注意すべきであろう。観光振興法に
は「ボランティア」と明記されていないものの、以下詳述するように、制度
運営上は、明確にボランティアとして捉えられている。
　当該制度上、解説士の役割は次の 4項目が挙げられている 15）。
・ 歴史・文化・芸術・自然等の当該活動地域における文化観光資源に対す
る専門的な知識を観光客のレベルに合わせて伝える。
・ 観光客の訪問目的・関心分野・年齢等の様々な観光客の観光欲求を満足
させるべく、軽い話題中心の余興的な解説から、当該活動地域の歴史・
文化・自然資源に対する専門的な解説まで提供し得る。
・ 観光情報を生産・拡散させ、当該地域を訪れる観光客の滞在時間を延ば
し、再訪問を誘導し、新しい観光需要を作り出す上で積極的な役割を果
たす。
・ 観光客らの望ましい観覧及び探訪のマナーと健全な観光文化活動を誘導
し、地域文化財を含む周辺環境を保護する活動とともに、当該活動地域
の文化観光広報大使と類似する役割を果たす。
　要するに、解説士には、多様なレベルの観光客やその観光ニーズに合わせ
て、観光客が満足できる解説を手厚くサービスすること、当該地域の観光産
業の実質的な担い手として積極的にかかわること、さらに、当該地域におけ
る観光文化の改善や観光地の文化財・環境の保全にも携わる観光地の中核的
なアクターとして活躍することがその役割として期待されているのである。
　解説士の募集・選抜権は、観光部長官もしくは地方自治団体長にある。
「観光振興法施行規則」（文化体育観光部令第 365号）によれば、「文化体育
観光部長官又は地方自治団体長」が、選抜予定の人数、評価の日時・場所、
応募書類の受付期間、その他選抜に必要な事項を含めた選抜計画を樹立した
上で、公募を実施する（第 57条の 5）。このように、法律上は、解説士の募
集・選抜を文化体育観光部長官か地方自治団体長が行うことになっている
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が、実際は地方自治団体（長）が舵を取る。注意したいのは、地方自治団体
が中心になって解説士の募集・選抜・運営などを行うとしても、その中身が
バラバラなわけではなく、その一連のプロセスにおいて全ての地方自治団体
が遵守または考慮すべき事項が定められているということである。
　まず、応募者の資格条件がそうである。観光部は、解説士の応募資格を
「必須条件」と「優待条件」とに分けている。必須条件は、解説士としての
「基本的素養」「正確な言語能力」「ボランティア
4 4 4 4 4 4
としての意志と使命感」「観
光サービス精神」を有し、「持続的な活動が可能」であることである 16）。同
様に優待条件も 5つ挙げられており、「韓国史能力検定試験」の 2級以上の
合格 17）などの「当該分野における専門知識」や、「外国語能力」「類似する
解説活動又はボランティアの経験」「障がい者に対する観光案内能力（手話
等）」を有することや「脆弱階層」18）であることである 19）。
　次に、応募書類についてもナショナル・レベルの規定がある。申込者は、
共通書式による「志願申請書」（申込書）と「ボランティア活動の誓約書
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」
（以下、「誓約書」）の他に、任意書式の「自己紹介書」を提出しなければな
らない。本稿の議論に照らして特に示唆的なのは、誓約書の提出
4 4 4 4 4 4
である。誓
約書には、「私は、文化観光解説士として、ボランティア活動に参加するに
当たり、以下のことを遵守いたします」という文章とともに、次の 5つの誓
約内容が明記されている 20）。
1. 私は、文化観光解説を希望する国内外の観光客に親切に接するよう努
めます。
2. 私は、文化観光解説士として必要な知識と態度を身につけるよう努め
ます。
3. 私は、文化観光解説士としての能力を育てるための所定の教育を誠実
に履修します。
4. 私は、活動時間を厳守し、誠実に活動に取り組みます。
5. 私は、文化観光解説士としての品位と名誉を守ります。
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　以上の引用から窺い知れるのは、解説士というボランティア
4 4 4 4 4 4
に対し、観光
客に対する親切、ガイド・解説の専門性とそのための教育の義務、公的サー
ビスを提供する者としての誠実性と代表性に対する当事者の自覚を「誓約」
という形で求めていることである。
　応募書類の受付が締め切られると、3人以上の外部専門家を含む審査委員
会が地方自治団体長によって構成され、応募者の書類・面接審査が実施され
る。この審査に合格した者は、解説士になるための「教育」を必ず受けるこ
とになる。
　全国共通の、比較的厳しいルールが課される解説士のための教育は、観光
振興法第 48条の 6と第 48条の 8によって規定されている。ただ、同法では
「養成（のための）教育課程」（括弧は筆者、以下同）という表現のみが用い
られているが、実際は「新規
4 4
養成教育課程」と「補修
4 4
教育課程」とに分類・
運営される。これらの教育の実施は、地方自治団体長が「専門性、（教育）
プログラムの適合性、専門講師の配置、事業予算の構成等」21）を考慮して選
定した教育機関に委託される。2017年現在、観光部が把握した解説士の教
育機関は韓国内に 25ヶ所ある 22）。このうち、19の教育機関が大学であり、
他は文化院や観光協会などが占めている。このように教育機関は地方自治団
体によって異なるものの、教育の中身に関しては、以下の如く、一定の基準
が適用される。
　表 1 23）は、委託教育機関が解説士に提供すべき教育内容とその時間数を
示している。書類・面接審査を通った解説士の候補者は、「基本素養」とし
て、解説士自身に対する観光客からの信用や解説サービスに対する信頼の確
保、観光客のニーズをきちんと把握し、それに応えようとする積極的な姿
勢、多様な観光客に対する配慮、解説士としてのマナーの習得などを 20時
間、観光政策・観光産業に対する理解や韓国のナショナルかつローカルな文
化遺産に関する知識の獲得を目指す「専門知識」教育を 40時間、解説方法
としてシナリオの作成法や解説のテクニック、現場での解説実習、解説時の
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安全対策などを学ぶ「現場実務」を 40時間、計 100時間以上 24）の教育を履
修しなければならない。
　特筆すべきは、「ボランティア」の解説士にここまで求めるのか、と言い
たくなるような厳しい履修基準である。上述した新規養成教育課程を修了
し、正式に解説士に任命されるためには、各教育科目への出席率 80％以上、
各筆記試験の成績は 70点以上、さらに、「現場試演評価」というテストでも
70点以上を獲得しなければならない 25）。
　現場試演評価は、「企画案の作成」「準備および導入」「本解説」「まとめ」
の 4段階に分けて行われる（表 2）。注目に値するのは、詳細内容として挙
げられている評価ポイントの綿密さである。特に「本解説」の詳細内容を見
ると、解説士には、解説対象のことのみならず、観光客等の参加者の特徴
やニーズを的確に把握して最適な解説を行うこと、解説時はその時間を正確
に配分して必要かつ的確な情報と知識のみを述べ、無駄のない解説を行うこ
と、しかし同時に、解説士自身の経験をまじえて話すだけでなく、参加者の
表 1　文化観光解説士の養成教育課程の開設・運営の基準
区　分 開設・運営の基準
教育科目
教育時間
教育科目（実習を含む） 教育時間
基本素養
1.文化観光解説士の役割と姿勢
2.文化観光資源の価値認識および保護
3.観光客の特性の理解および観光弱者に対する配慮
20時間
専門知識
4.観光政策および観光産業の理解
5.韓国の主要な文化観光資源の理解
6.地域に特化した文化観光資源の理解
40時間
現場実務
7.解説シナリオの作成および解説テクニック
8.解説の現場実習
9.観光の安全管理および応急措置
40時間
合　計　時　間 100時間
※ 資料：「観光振興法施行規則」（文化体育観光部令第 365号）の「別表 17の 2」
の一部。
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表 2　文化観光解説士養成課程の試演評価様式
評価領域 詳細内容 配点 獲得点
企画案
の作成
企画案の作成
・企画案準備の誠実さ、企画内容・形
式の適切さ
20
小　計 20
準備
および
導入
事前準備
・解説のために必要な道具類や服装な
どの準備
3
参加者との関係形成
・参加者たちとフレンドリーな雰囲気
を作る
3
テーマへの関心を
引き出す
・解説テーマに対する参加者の興味と
関心を引き出す
4
小　計 10
本解説
テーマ
・参加者の特性に合ったテーマの選定、
テーマに合う素材と内容の選定、解説
の場所とテーマの適合性
15
流れ
・情報量の適切性、不必要な知識を並
べたか否か、前後する内容の関連性と
一貫性、集中とリラックス、静的活動
と動的活動の適切な配置
15
内容
・内容の科学性と正確性、素材活用の
適合性、対象地の特性を考慮したか否
か、解説士と参加者の経験をまじえた
解説
15
進行テクニック
および態度
・注意と関心の効率的な集中と配分、
解説する際の立ち位置の適切性、解説
時間の適切性、解説士の熱意と真摯な
態度、質問に対する誠実な答え、解説
資料・道具類の適切な活用、安全事
故・突発事故への対処能力
15
小　計 30
まとめ
要約および整理
・解説内容の適切なまとめ、テーマの
強調
5
表現および共有 ・解説に対する評価と参加者との共有 5
小　計 10
総　計 100
※ 資料：「文化観光解説士運営指針」（文化体育観光部、2017）、p. 15。
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経験をも導き出しながら親しみやすい内容に仕上げること、熱意と真摯な態
度が伝わる解説を心掛けることなどが要求されている。このような能力や努
力は、プロの観光ガイドに求められるそれとほとんど変わらない。
　以上の新規養成教育課程を無事修了すると、3か月以上の見習い期間を経
て正式な「文化観光解説士」に任命される 26）。その際、図 1の「文化観光
解説士 IDカード」という名の身分証明書─表には氏名・顔写真、裏には
生年月日、発行日と発行した地方自治団体名が入る─が発行され、活動時
は必ず首に掛けなければならない。
　解説士に任命された後は、補修教育課程を毎年履修しなければならない。
「活動中の文化観光解説士の専門性を強化し、解説サービスの提供者として
身に付けるべき高度な表現のテクニック及び解説の企画力を養う」27）ために
行われる補修教育は「再教育」とも称され、新規養成教育と同様に、委託教
図 1　「文化観光解説士 IDカード」の両面（左側が表・右側が裏）
資料：「文化観光解説士運営指針」（文化体育観光部、2017）、p. 19。
126　　国際関係紀要　第 29巻　第 2号
育機関が実施する。
　補修教育科目と時間も基本的なところは共通内容として定まっている。つ
まり、「知識」教育では「観光トレンドと文化観光解説士の役割」「安全管理
及び応急処置」「当該観光地に対する専門知識」「観光客の特性の理解（類型
別・年齢別の特性と心理）」（括弧は原文のまま、以下同段落で同じ）、「地域
の文化観光資源（地域の文化財、自然環境、宗教、美術、食べ物、祝祭、音
楽等）」について、「技術」教育では「解説ガイド技法（スピーチ技術、ス
トーリーテリング［storytelling］、シナリオの作成）」「解説サービスのため
の SNSの活用等」について、「態度」教育では「基本的素養」「イメージ・
メーキング（服装、身嗜み等の自己管理）」について、計 16～32時間（実習
を含む）履修しなければならない 28）。ただ、2006年までは全ての解説士に
一律に課された教育の履修時間数 29）が、2017年には、活動経歴 5年未満の
場合、年間 32時間以上、5年以上 10年未満の場合、年間 24時間以上、10
年以上の経歴者は年間 16時間以上のように、その経歴によって異なる 30）。
なお、補修教育についても修了の基準が設けられており、解説士は、各教育
科目への出席率 80％以上、各筆記試験の成績は 70点以上を獲得しなければ
ならない。
　他方、解説士に対するペナルティー制度もあり、「警告」と「（資格の）取
消」の 2段階に区分される。警告の対象となるのは、「観光客から民願 31）が
あった場合（不親切、態度不良等）」（括弧は原文のまま）、「飲酒又は二日酔
いの状態で活動した場合」「事前連絡なしに予定された活動を行わなかった
場合」「無断で活動場所を離れた場合」「虚偽の活動日誌 32）を作成した場合」
「ボランティア活動期間中に有料の文化観光解説の活動を行った場合」33）な
どであり、「警告を受けた回数が累積 3回の場合」などは資格取消の対象と
なる 34）。
　最後に、2010年・2017年の運営指針に明記されている「解説活動のガイ
ドライン」の内容に触れておきたい。これは、解説士が守るべき事項をまと
めたもので、彼らが配置されるところには、原則紙媒体のものを置いておか
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なければならない。
　その内容は、「解説時間をしっかり守る」「始める際は、解説士自身の紹介
を十分に行う」「微笑みと笑いで雰囲気を和やかにする」「声は、自然だが単
調にならないように抑揚をつける」「適切なジェスチャーの使用、同意・同
感などを示すことで、参加者の興味と集中を誘導する」「適切な解説対象と
興味深いテーマを選ぶ」「テーマは明確かつ分かりやすいものでなければな
らない」「解説の内容にテーマがしっかり反映されなければならない」「解説
の対象地や遺物に対する十分な情報を伝える」「シナリオの自然な展開に心
掛ける」「解説内容の理解を助けるために独特なアイデアやメディアを活用
できるように努める」「参加者の知性だけでなく、情緒的なかかわりも促す」
の 12項目である。
　要するに、制度化されたボランティアである解説士は、観光客を含む種々
様々な訪問客の知識レベルと要求に合わせて彼らを飽きさせない、つまらな
くない解説をサービスしなければならない。そのため、解説に必要な専門的
知識や情報の習得だけでなく、それらを聞き手が理解できるように上手に組
み替えられる柔軟な能力も求められる。しかし解説士の活動は、正確かつ十
分な知識や情報の提供だけで事足れりとはならない。解説の聞き手から「不
親切、態度不良等」のクレームがないように、また、自分が活動する観光地
にまた来てもらえるように常に「微笑みと笑い」を絶やさず、聞き手の意見
などには「同意・同感」しながら、最大限の配慮をしなければならないので
ある。このような高度かつ繊細な能力と姿勢が求められる解説士の育成は、
どういう社会的コンテクストや政策的要請から制度化されたのか、次章で検
討したい。
2. 「21世紀アジア観光の中心国」という課題と
文化観光解説士の誕生
　2001年 1月 22日、当時の文化観光部（現「文化体育観光部」、以下、「観
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光部」）は「文化遺産
4 4
解説士の養成及び活用事業計画」を樹立し、その 5日
後の 1月 27日に韓国の市・道 35）へ同計画の指針を通達した 36）。文化観光
4 4
解説士の前身である「文化遺産
4 4
解説士」は、韓国の文化財等の文化遺産に関
する解説を観光客等の訪問客に提供することが期待され、実際、そのような
場所に配置され、活動した。しかし、文化遺産解説士の解説対象が当初の文
化遺産に止まらず、次第に当該地域の種々様々な観光資源へ広がったため、
2005年にいまの文化観光
4 4
解説士という名称に改められた。
　1998年に誕生した金
キム・
大
デ
中
ジュン
政権（～2003）は、「国民の政府　新文化観光
政策」（以下、「新文化観光政策」）を打ち出した。「新しい 1千年、新しい文
化政策」と名付けられた新文化観光政策の冒頭には、国家政策の対象となる
べき「文化」の価値について次のように述べられた 37）。
来たる 2000年は、‘文化の世紀’と予見される 21世紀の始まりであり、
新しいミレニアム（New-Millennium）の出発点として文明史的な大転換が
起こると見込まれる。したがって、知識情報の社会化、グローバル化、開
放化、市民社会の成熟など、文化の世紀における新しい環境変化に対応で
きる‘新しい文化政策’の枠組みが求められるようになった。また、政
府樹立 50年ぶりに初めて行われた与野党の政権交代による歴史的な‘国
民の政府’は（中略）国民の新しい要求に耳を傾け、‘文化大統領
4 4 4 4 4
’に対
する期待を政策的メッセージとして具現すべき使命を有する。よって、国
4
家的な経済危機
4 4 4 4 4 4 4
の原因を文化的側面から診断し、‘文化による危機の克服
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
’
という新しいアプローチを通して失業
4 4
・社会的葛藤・自信の喪失など、経
済危機に起因する諸問題を文化的処方によって乗り越え、‘第二の建国
4 4 4 4 4
’
を実現しなければならない。
　要するに、1997年 7月から始まった「アジア通貨危機」によって深刻な
景気後退に見舞われた当時の韓国で国家首脳に選ばれた金大中は「文化大統
領」を自任し、「文化の世紀」と位置付けた 21世紀を目の前にして「文化」
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に注目した。そして、当時の「失業」問題等の「国家的経済危機」を文化に
よって「克服」することで「第二の建国」を果たすと宣言したのである。こ
こで重要なのは、失業
4 4
といった経済問題の解決に資するべき文化
4 4
という捉え
方である。
　以上のような認識に基づいて観光部は「観光振興 5ヶ年計画」（1999～
2003）を樹立する。この計画を立てた背景には、繰り返しになるが、「経済
危機の克服と関連し観光に対する国民の期待が増大」しているため、「外資
誘致・雇用創出・外貨獲得」38）に貢献できる観光産業の活性化の必要があっ
た。そこで大事な契機として挙げられたのが、「アジア欧州首脳会合 39）・韓
国訪問の年・FIFAワールドカップ等」40）のメガ・イベントの開催であった。
しかし、当時の韓国における観光の現状は「グローバル・レベルの観光資源
及び商品が不十分」で、さらに、海外からの観光客を受け入れ、満足しても
らえる「観光インフラの未整備」という大きな問題があると、観光部は認識
した 41）。
　そこで、「2000年度主要業務計画」の中に「大統領指示事項」として「観
光産業の育成」を盛り込んだ観光部は、観光産業の育成に積極的に取り組む
方針を明らかにした。具体的には、2001年と 2002年の 2年間に予定されて
いた「2001年韓国訪問の年」事業に 55億ウォン 42）、「2002年 FIFAワール
ドカップ大会」事業に 800億ウォン、「2002年釜山アジア競技大会」事業に
387億ウォンを投じ、それぞれの開催を成功させることで、韓国の観光産業
の基盤づくりを実現するという計画であった 43）。
　上述したように観光産業の育成・振興を国策として推し進めた観光部は、
韓国の観光インフラ整備の一環として解説士を養成・運営する計画を発表す
る。「2001年度主要業務計画」を見ると、「21世紀アジア観光の中心国に跳
躍」44）することを「重点推進課題」のひとつに挙げた観光部は、当時「特別
政策課題」45）であった 2001年韓国訪問の年事業や 2002年 FIFAワールドカッ
プを成功させるべく、さらに 2001年 3月の仁川国際空港の開港を迎え、お
おぜいの外国人観光客の訪韓に対応できる観光インフラの大幅な拡充を図
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り、その具体策のひとつとして解説士を 1,000人育成し、韓国各地に配置す
る計画を示した 46）。
　以上のように見てくると、解説士は、アジア通貨危機によって経済的に大
きな打撃を受けた韓国で、文化を国家再建のキーワードとして捉えた当時
の金大中政権が、2000年アジア欧州首脳会合、2001年韓国訪問の年事業、
2002年 FIFAワールドカップ、2002年釜山アジア競技大会といったメガ・
イベントを前に、文化
4 4
を観光
4 4
資源化する「文化観光」産業の有望性に目を付
け、外国人観光客を受け入れるための観光インフラ整備
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の一環として創り出
されたのは明白である。しかし、観光部の観光政策は 2001年頃から国内の
韓国人観光客を強く意識するようになる。『2002観光動向に関する年次報告
書』には、「観光環境の変化」として「国際環境」の次に「国内環境」が取
り上げられ、次のように述べられた 47）。
1990年代半ばまで（の韓国の）国内経済は全般的に高度成長を続けたが、
1998年の外貨危機によって一時困難も経験した。しかし、2000年以降次
第に外貨危機を克服しつつ、（国民）1人当たりの GNPは 1万ドルの時代
を目前に控えるようになった。このような経済的環境の改善は、国民所得
水準の向上につながり、文化及び観光活動の享有に対する国民の多様な
ニーズを増加させている。また、余暇時間についても、週当たりの平均勤
労時間が 1970年の 52時間から、2000年には 44時間までに減少し、さらに、
2000年 10月の労社政委員会 48）で法定勤労時間を 40時間に短縮させる内
容の合意文が採択された。つまり、週 5日勤務制の実現が可視化している
のである。
　韓国の 1人当たり GNI（国民総所得）は、1995年（11,432ドル）に初め
て 1万ドルを超えたが、1998年（7,355ドル）と 99年（9,438ドル）に再び
1万ドルを下回った 49）。しかし、2000年（10,841ドル）以降、再び 1万ド
ルを上回り、さらに増えていく 50）。当時の観光部は、このような経済回復
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の動向と労働時間の短縮による余暇時間の増加に着目し、国内旅行の活性化
を想定したのであろう。実際、「2001年度主要業務計画」には「我が国から
見て回る観光」51）をスローガンに国民観光時代に積極的に対応していく方針
が強調された。
　2001年 2月 14日、当時の観光部長官が金大中大統領に当該年度の業務計
画を報告する場で、「国民観光の活性化」のために「国民観光商品券」の発
売や全国に 200ヶ所のテーマ観光地を作る他、「各地域の歴史や風習などに
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
関する専門知識
4 4 4 4 4 4 4
を身に付けた‘文化遺産解説士’を 2002年までに 1,000人
育成」52）すると説明した 53）。さらにそのために「市・道別に養成教育機関を
選定し、退職した教員や郷土史家ら
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を対象に数か月間の教育を実施した上
で、今年度（2001）末から現場（観光地・観光施設）に配置」するという具
体的な内容も付け加えられた 54）。
　国内外からの観光客に「各地域の歴史や風習などに関する専門知識」を
持った「退職した教員や郷土史家ら」が当該地域の文化遺産について解説す
るという発想は理に適っており、問題視されるべきことはないように思われ
る。実際のところ「郷土史家
4 4 4 4
や歴史学を専門とする退職教員
4 4 4 4
を優遇」55）する
と明記して解説士の募集を行う地方自治団体も多くあった。しかし、次章で
詳しく検討するように、郷土史家や退職
4 4
教員、特に「退職」した人が当初想
定された解説士の対象であったにもかかわらず、その募集・採用においては
必ずしもそのようにならなかったため、大きな問題の導火線となった。
　とはいうものの、解説士を 2002年まで 1,000人育成するという目標は達
成され、現在は 6,000人を上回る解説士が韓国各地で活動している。表 3は、
2001年から 2018年までの間、毎年何名の人が解説士になるための新規養成
教育課程を修了しているのか、韓国の広域地方自治団体別にまとめたもので
ある。但し、2001年と 2002年は、年度ごとのデータが見つからなかったた
め、両年にまたがっている。
　表 3を見ると、ソウルは解説士を選抜しなかったにもかかわらず 56）、制
度初期の 2001年から 2002年までの約 2年間かなり多くの解説士が輩出
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（1,035人）されたことが分かる。しかしその後、単年度としては最も多く
の解説士候補者らが新規養成教育課程を修了した 2008年（646人）と翌年
の 2009年（560人）には、初期の数字を上回る 1,206人が輩出されている。
1回目の選抜から約 7・8年が経過し、その間、活動をやめたり、あるいは、
新たな観光資源の開発によって新しいニーズが生まれたことによるものと考
えられる。2018年現在、2012年に誕生した世宗特別自治市（10人）を除き、
ソウル市は 365人、広域市のレベルでは、最も少ないところが 142人（大田
表 3　韓国広域地方自治団体別文化観光（遺産）解説士の
新規養成教育課程修了者数の推移（2001～2018）
年度
地域
2001
～ 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 計
ソウル 0 49 10 18 36 34 42 25 11 25 23 23 8 18 29 0 14 365
釜山 81 0 0 0 0 0 15 17 17 0 12 12 0 18 0 0 0 172
大邱 49 37 0 27 0 0 88 40 0 0 24 0 0 15 0 0 0 280
仁川 43 0 16 0 41 12 41 15 7 20 3 3 17 0 4 10 14 246
光州 39 0 20 22 41 0 15 24 17 0 0 0 0 0 26 0 0 204
大田 25 10 0 20 0 0 40 15 12 0 0 0 0 0 0 0 20 142
蔚山 59 0 0 5 0 15 0 14 8 5 0 0 13 0 11 15 11 156
世宗 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 5 0 0 0 10
京畿 163 0 149 98 64 58 53 74 74 51 64 0 50 0 35 0 61 994
江原 34 7 29 22 12 41 10 30 27 33 20 20 0 35 23 15 14 372
忠北 56 0 0 3 2 12 73 25 71 20 0 11 0 8 0 0 0 281
忠南 83 0 35 0 30 18 0 18 26 17 26 10 0 14 23 17 7 324
全北 83 0 0 0 30 40 76 56 47 22 42 42 22 20 31 35 27 573
全南 56 0 14 14 0 29 60 43 75 56 60 25 38 26 15 28 34 573
慶北 121 0 49 0 51 0 133 76 31 0 47 47 0 32 37 0 0 624
慶南 70 0 47 0 47 35 0 45 33 45 14 19 20 7 19 20 22 443
済州 73 0 46 0 68 0 0 43 0 0 0 0 0 41 0 41 0 312
計 1035 103 415 229 422 294 646 560 456 294 335 217 168 239 253 181 224 6071
※資料：①国会資料「文化観光解説士の活動現況（2009.12現在）」。
②文化体育観光部 2013『2012年基準観光動向に関する年次報告書』p. 37。
③文化体育観光部 2019『2018年基準観光動向に関する年次報告書』p. 46。
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市）、最も多いところは 280人（大邱市）で、6広域市の平均は 200人である。
また、道レベルでは、最少の地域で281人（忠北）、最多の地域で994人（京
畿）、9道の平均は約 500人の人々が新規養成教育課程を修了し、解説士の
道へ入った。
3. 文化観光解説士と「年齢制限」をめぐる争い
　本章では、先述したとおり、「ボランティア」に位置付けられている解説
士の資格条件に「年齢制限」が設定されたことによって生じた争いに注目
し、解説士当事者と地方自治団体それぞれの主張、その間に介入した国家機
関の判断の内容を検討してみたい。
　前章で指摘した如く、解説士制度の初期には郷土史家や退職した教員、言
い換えれば、歴史などに関する専門知識を有するが、定年退職などをして生
計を立てるために働く必要のない人、すなわち「退職」という言葉にこだわ
るなら、55歳以上
44 4 4 4
57）の人が解説士の候補として想定されていたと言える。
　ところが、2006年に作成された「文化観光解説士制度運営マニュアル」
（以下、「運営マニュアル」）および 2010年作成の運営指針を見ると、「活動
年齢は満 65歳（以下）を原則
4 44 4 4 4 4 4 4 4 4
とするが、当該年齢を超える者でも、活動可
能者と認められる場合は例外とする」（運営マニュアル p. 7）、「解説士の健
康保護等のために解説士の活動年齢は満 70歳以下を原則
4 44 4 4 4 4 4 4
とする。但し、自
治体による解説士の運営上の必要から、本人の健康状態等を考慮して自治体
別に異なる基準を設けることができる」（運営指針 p. 7）と明記されており、
年齢条件、もっと正確にいうなら、年齢制限が設けられていたことが確認で
きる。実際ほとんどの地方自治団体は、解説士の募集・選抜・運営において
年齢制限を設定していた。
　例えば、2003年に解説士を募集した大
テジョン
田市は「選抜対象は退職教員、郷
土史家、外国語が上手な人、あるいは関連学科の大卒以上で満 30歳以上か
4 44 4 4 4 4
ら 65歳以下
4 44 4 4 4
」58）とし、同時期に同じく公募を出したソウル市も「応募資格
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は、ボランティア活動が可能な 25
44
～
4
65歳
44 4
の成人男女で、英語・日本語の検
定資格もしくは観光通訳ガイドの資格を有するか、当該言語を使用する国で
3年以上滞在した経験が必要」59）という条件を付けた。さらに、2008年に
「韓国文化観光研究院」が実施した「文化観光解説士制度の運営実態及び改
善方案」に関する全国調査の結果を見ると、55歳未満（大邱市）、60歳未満
（光州市）、60歳以下（忠北）、65歳以下（ソウル市・蔚山市・忠南・全北・
済州）と、多くの地方自治団体が年齢制限をかけていた 60）。
　ここで注目すべきなのは、その実態において、明らかに年齢制限を超える
高齢者が解説士として活動したこと、また、20代・30代の若手の解説士の
活躍が期待されたものの、60代の解説士が目立ってきたことである。例え
ば、得意の日本語を活用しつつ解説士として活動している 70歳の人 61）や、
中学校の教師を退職し、「第 2の人生」を楽しんでいる 63歳の解説士 62）、
同じく高校の教師を退職してから解説士になった「ベテラン」の 65歳の
人 63）などが参考になろう。
　本職を引退し時間的に余裕ができ、歴史などの知識も有する人が、地域を
訪れる観光客に地元の観光地において解説を〈自
ボラ ン テ ィ ア
願奉仕〉64）するはずの解説
士の資格条件に「年齢制限」をかけたことは、解説士当事者の不満や反発を
招くことになる。
　2005年、大
テ グ
邱市にある「シニアクラブ文化遺
マ マ
産解説団」は、同年同市が
解説士の応募資格に「60歳以下」という年齢制限を設定したことは、国民
に対する「機会の剥奪」であるとしてハンナラ党（現「自由韓国党」）にそ
の是正を求めるよう働きかけた。この団体は、大邱市に対する具体的な要求
事項として「文化観光解説士を老人専用の職業
4 4 4 4 4 4 4
事業に切り替えること」「年
齢制限を撤廃すること」などを挙げた。この事件を報じた連合ニュース 65）
は、同団体の代表が述べた「（我々の）ほとんどは健康で見識もある人たち
です。ですから、一時的なものではなく、持続的な仕事
4 4 4 4 4 4
がほしいんです」と
いう主張を紹介し、高齢者の雇用問題
4 4 4 4 4 4 4 4
に注意を喚起した。つまり、この事件
から読み取れるのは、ボランティアであるはずの解説士本人たちが自らの活
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動を、ボランティア活動ではなく、報酬の得られる「職業」「持続的な仕事」
として捉え、年齢制限をかけた行政に対しては、直ちに年齢制限を廃すると
ともに、解説士制度を高齢者のための雇用事業として運営してほしいと求め
たことである。
　当時、この問題は解決されず、解説士の資格には依然として年齢制限が
残った。しかし、第 1章で詳述したように、2017年作成の運営指針には、
それまであった年齢制限が削除されている。実は、このような年齢条件の
撤廃には、解説士らからの相次ぐ異議申し立てと国家機関の働きかけ（「勧
告」）が決定的な影響を及ぼした。
　2011年、解説士の年齢制限をめぐり、韓国の「国家人権委員会」（以下、
「委員会」）66）は、3件の陳情に対する判断を下した。以下、詳述したい。
　最初の 1件目は、2010年 6月に大田市の解説士に応募しようとした A氏
（当時 66歳）が、「65歳以下」という年齢制限を設けた同市を相手取り、「年
齢を理由にした不合理な差別を是正してほしい」と陳情した事件である。A
氏の陳情に対し同市は「文化体育観光部の指針
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
（運営指針）によると、地方
自治団体は、解説士の活動年齢を 70歳以下に定められ（る）。（中略）我が
4 4
市の多数の解説士は 5年以上活動
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
しているので、応募可能な年齢を‘満 25
歳以上 65歳以下’に制限した。65歳以下にしないと、解説士が 1・2年活
動しただけで、すぐやめざるを得ないことも起こり得る。これは解説士の安
4
定的な運営
4 4 4 4 4
において望ましくない」67）と主張した。しかし、委員会は次のよ
うな判断を示した 68）。
被陳情人（大田市）は、文化体育観光部が定めた解説士の活動年齢が 70
歳以下であることを挙げ、さらに、被陳情の市における解説士の多数が 5
年以上活動している現状から、解説士の新規選抜の際、65歳以下に制限
したと主張するが、新しい解説士に 5年以上活動せねばならないという義
務が課されているわけではな（い）ため、（中略）解説士の応募資格の年
齢を 65歳以下に制限するのは、不合理な年齢差別に当たる。
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　委員会による以上の判断は、「解説士の活動年齢は満 70歳以下を原則」と
した運営指針（2010）の決まりを認めつつも、地方自治団体が、解説士の
「安定的な運営」を図るために 5年以上は活動する慣例─もしくは、活動
してほしいという意図─から、65歳以下に制限するのが合理的とした主
張を退け、是正を勧告した結果となった。
　2件目は、光
クァンジュ
州市で解説士として約9年間活動してきたA氏（当時78歳）・
B氏（当時 79歳）・C氏（当時 80歳）の 3名が、2011年 2月に「満 76歳
以上は活動できない」という同市の規定によって再任されなかったことに
対し、「全ての国民は年齢等にかかわらずボランティア活動に参加できると
いう『ボランティア活動基本法
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
』に違反し、高齢という理由だけで解説士と
して活動できる機会を剥奪するのは不合理な差別」69）であると主張し、是正
を求めた事件である。この 3名の主張に対し、光州市は、次のように反駁し
た 70）。
（2010年運営指針は）解説士の活動年齢を原則満 70歳以下と定めており、
但し、解説士の運営上必要な場合は、本人の健康状態等を考慮して自治体
別の基準を設けることができると明記している。したがって、我が市は、
政府の定めた解説士の年齢制限
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の方針と、解説士の健康保護
4 4 4 4 4 4 4 4
および大多数
4 4 4
の観光客からの質の高い解説サービスに対する要求
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を考慮して、やむを得
ず活動年齢を制限した。
陳情人（A氏・B氏・C氏）は、年齢等にかかわらず全ての国民がボラン
ティア活動に参加できるようにしなければならないという「ボランティア
活動基本法」第 2条に我が市が違反したと主張するが、現在我が市は、解
説士に 1日 8時間を基準に活動費
4 4 4
を 35,000ウォン支払っている。他にも
関連会議の参加費、海外研修の費用等を我が市の予算から支出しており、
（したがって、解説士は）純粋なボランティア活動に該当しない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。
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　以上の行政側の主張に対し、委員会は、行政が「解説士の健康保護」のた
めに年齢を制限したという主張は、「社会的通念上必ずしも間違ってはいな
い」ものの、個人の健康は「特定の年齢を基準に一律に判断できるものでは
ない」ため、「健康診断書の提出、体力検診などの方法」で確認すべきだと
した 71）。さらに、「大多数の観光客からの質の高い解説サービスに対する要
求を考慮」したという主張も、「高齢の解説士は解説能力が劣る」というこ
との「具体的かつ個別的な根拠がな」く、「高齢者の能力に対する偏見」に
よるものであり、解説能力の「検証」が必要であれば、選抜の過程で検証で
きるようにすべきだと判断した。最後に、同市は「活動費」等を支払ってい
るため、「純粋なボランティア活動に該当しない」と主張するが、観光部の
運営指針は、解説士を「ボランティア」であると定義しており、ボランティ
アとしての「誓約書」も提出させている。よって、「ボランティア活動基本
法」に基づき、全ての国民が年齢等にかかわらずボランティア活動に参加で
きるように解説士制度を運営するのが望ましく、その活動を、年齢を理由に
制限するのは「差別行為」であると結論付けた 72）。
　3件目も 2件目同様、解説士 3人─ A氏（当時 74歳）・B氏（当時 76
歳）・C氏（当時 73歳）─が、3人とも 10年以上活動したにもかかわらず、
「満 71歳以上は解説士として活動できない」という忠
チュンチョンプクド
清北道の方針によって
解説士の活動をやめざるを得なくなり、実際 2011年 7月にやめさせられた。
しかし、この措置は「高齢」を理由に解説士の機会を剥奪した「不合理な差
別」であるため、是正してほしいと陳情したのである。この陳情に対し忠清
北道も、先述した大田市や光州市と同じく、まず運営指針の年齢制限の原則
に触れた上で、次のように反論した 73）。
我が道（忠清北道）における解説士の活動は（中略）移動の多い動的内容
4 4 4 4 4 4 4 4 4
に拡大しており、解説士に求められる肉体活動も増えている。また、生き
4 4
生きとした解説サービス
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を求める観光客のニーズも増加している。（しか
し）観光の現場では、高齢のため、発音が不正確だったり、コミュニケー
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ション能力が低下したりして観光客から良い評価をもらえていないのが現
状である。そのため、（道による）地域外からの観光客誘致政策は深刻な
ダメージを受けていると判断し、（中略）2011年から解説士の年齢を満 70
歳以下に制限し（た）。
陳情人（A氏・B氏・C氏）は、自身が年齢差別を受けたと主張する根拠
として「ボランティア活動基本法」を挙げているが、現在解説士には、1
日 8時間を基準に活動費
4 4 4
として 40,000ウォンを支給しており、他にも関
連会議の参加費、海外研修の費用等を我が道の予算から支出している点に
鑑み、純粋なボランティア活動ではない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
（後略）。
　忠清北道の反論も、上述した光州市とほぼ同じ論理である。要するに、
「移動の多い動的内容」の解説コースが増えただけでなく、「生き生きとした
解説サービス」を好む観光客のニーズが増えたものの、高齢の解説士は、そ
れに十分対応できていない。さらに、解説士には活動費を支払っており、そ
もそも純粋なボランティア活動とはいえないというのである。このような忠
清北道の主張に対し、委員会は、2件目同様の判断を下した。つまり、行政
は、解説士の年齢と解説能力の因果関係を客観的に証明していないため、同
道の主張は認められない。また、行政から解説士に所定の活動費が支給され
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ているとしても
4 4 4 4 4 4 4
、運営指針上の定義はボランティア
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
であり、解説士はその誓
4
約書
4 4
も提出している。したがって、解説士は、ボランティアであると解釈す
べきである 74）。委員会は以上の議論をまとめた上で、行政側の年齢制限は、
ボランティア活動基本法に違反した差別行為であり、是正されなければなら
ないという結論を最終的に出した。
　この 3件目の事件に関する委員会の最終判断には、1・2件目では見当た
らなかった勧告が付け加えられていて興味深い。それは、観光部長官に対
し、運営指針における年齢条件を撤廃するとともに、地方自治団体に対する
管理監督の徹底を求める内容であった 75）。2010年から 11年にかけて酷似す
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る趣旨内容の陳情が 3件も立て続けにあったことを委員会は重く受け止めた
ことが読み取れる。
　しかし、にもかかわらず、2015年にも同様の趣旨の陳情が委員会に提出
された。陳情人 76）は、解説士に「満 70歳以下」という年齢制限をかけた
慶
キョンサンプクド
尚北道安
アンドン
東市に対し「不当な年齢差別」であると主張した。これに対し、
安東市は、解説士の活動として、徒歩による長時間の移動が多くなるなど、
体力的に解説士の体に負担がかかるだけでなく、観光客の多くが「（比較的）
若い解説士を好む傾向」があるものの、一旦解説士になると「事実上終身
活動」と化し、「次第に高齢化」しているのが現状である。そのため、「年齢
制限は避けられない」と反論した 77）。しかし、委員会は、先述した 2・3件
目のケースと同様の論理で、陳情人の訴えを認め、解説士に対する年齢制限
は非合理的な差別行為であると判断し、同市に是正を勧告した 78）。そして、
この事件を最後に、2017年の運営指針から、解説士の年齢条件は削除され
ることになる。
4. 文化観光解説士は〈ボランティア〉なのか
　韓国には、2005年に制定された「ボ
自 願 奉 仕
ランティア活動基本法」（法律第 7669
号）がある。同法によると、「ボランティア活動」は、「無報酬性
4 4 4 4
、自発性
4 4 4
、
公益性、非営利性、非政派性、非宗派性の原則のもと遂行されなければな
らない」（第 2条）。つまり、「個人又は団体が地域社会・国家及び人類社会
のために、代価なく自発的に時間と努力を供する行為」（第 3条）がボラン
ティア活動であると規定しているのである。さらに、韓国政府や行政機関な
どは、国民が「年齢・性別・障がい・地域・学歴等の社会的背景にかかわら
ず誰もがボランティア活動に参加できるようにしなければならない」（第 2
条）と定めている。
　本稿の検討対象である解説士は、これまで述べてきたとおり、制度上「ボ
ランティア」に位置付けられている。これは制度初期から現在に至るまで、
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中央行政機関の観光部が明示してきたところである。ただ、ボランティア活
動基本法における〈ボランティア性〉の規定だけでなく、一般的に、ボラン
ティアとは「無償
4 4
で自発的
4 4 4
に社会活動に参加したり、技術や知識を提供し
たりする人、またはその活動」79）と定義されることからも、ボランティアの
基本的な特徴が「無償性」と「自発性」にあることは明らかであり、解説士
の活動もそういう性格のもののはずである。ところが、前章で指摘したよう
に、解説士には、1日 8時間を基準に所定の「活動費」が地方自治団体から
支払われている。では、この活動費はどういうものなのか。
　「文化遺産および観光資源に関する専門的かつ興味深い解説を提供し、観
光客の満足度を高め、観光客の誘致に寄与」する解説士制度は、「観光振興
開発基金」80）から、原則、全体事業費の 5割が補助される 81）。2018年度の
予算額は、2017年より 16億 1,800万ウォン増額された 67億 3,500万ウォン
であり、そのうち、解説士の「育成支援」に 65億 1,300万ウォン、「教育・
管理」に 2億 2,200万ウォンが割り当てられた 82）。より具体的な支出項目と
しては、解説士の「活動費
4 4 4
と教育費」「ユニフォーム代」「傷害保険料」など
が挙げられる 83）。本章が焦点を当てる「活動費」は、「文化観光解説士の活
4
動に伴う食費、交通費等の実費を補填
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」84）するものであり、解説士はあく
までも「ボランティア活動基本法に基づくボランティア活動」85）であるた
め、この活動費は報酬ではない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
というのが、観光部の認識である。
　解説士に支給される活動費の額は、地方自治団体によって相違する。既述
した韓国文化観光研究院による全国調査の結果（2008）を見ると、ソウル
市の 15,000ウォン 86）を除き、他の全ての地方自治団体は 3～4万ウォン台
の活動費を支払っている（表 4）。具体的には 30,000ウォンが 8広域地方自
治団体（仁川・大田・京畿・江原・忠北・全北・慶南・済州）で最も多く、
32,000ウォンが 1広域地方自治団体（釜山）、34,000ウォンが 1広域地方自
治団体（大邱）、35,000ウォンが 3広域地方自治団体（光州・蔚山・慶北）、
40,000ウォンが 1広域地方自治団体（忠南）、最高額の 45,000ウォンが 1広
域地方自治団体（全南）である。ここで指摘したいのは、「活動に伴う食費、
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交通費等の実費を補填」する金額としては、決して小額ではないということ
である。
　韓国の「最低賃金委員会」の資料によると、2008年現在、1時間当たりの
最低賃金は 3,770ウォンであった 87）。解説士への活動費の支給基準となって
いる 8時間で計算すると、1日当たりの最低賃金額は 30,160ウォンになる。
活動費をかなり低く抑えているソウル市以外の地方自治団体による活動費の
平均額は 33,067ウォンであり、これは、最低賃金額を上回る水準である。
　このように、解説士の活動費が、昼食代や交通費といった実費の補填とい
表 4　文化観光解説士の活動費および活動日数（2008年度）
地域 活動費（1日当たり） 月平均活動日数
ソウル 15,000（ウォン） 3・4（日）
釜山 32,000 3
大邱 34,000 7.7
仁川 30,000 6・10
光州 35,000 6
大田 30,000 5.5
蔚山 35,000 10
京畿 30,000 7.5
江原 30,000* 15
忠北 30,000* 18
忠南 40,000 15
全北 30,000* 10
全南 45,000 12
慶北 35,000* 10～15
慶南 30,000 10～15
済州 30,000 10
 ※資 料：『文化観光解説士制度の運営実態及び改善方案』（韓国文化観光研究院、
2008）、p. 26。
※注  *：観光地の特徴（観光客の多少、アクセスの不便さなど）や、外国語によ
る解説かによって活動費はこれらの額より高く設定される。
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う制度上の説明だけでは必ずしも腑に落ちない金額になっている背景には、
解説士制度が雇用支援事業
4 4 4 4 4 4
の一環としても位置付けられてきた実情がある。
　既に第 2章で述べたように、金大中政権における観光は「国家産業」とし
て開発・発展させるべき対象として認識され、国家主導による観光産業の振
興を通して当時の深刻な失業問題を解決するとともに、究極的には景気後退
で悩む韓国を経済的に活性化することができると目された。実際、解説士制
度の導入期であった 2001年、当時の観光部長官は「景気低迷による最近の
若年層の就職難
4 4 4 4 4 4 4
を解消」すべく「文化・体育・観光分野」での採用枠を新
設・拡大すると強調しつつ、その一事業として「全国の有名な文化遺跡地で
活動する文化遺産解説士」を新たに採用すると説明した 88）。さらに、同年
11月末現在、「青年層失業者は約 34万人あり、失業率は 7.1％にも及ぶ」深
刻な失業問題の解決策を話し合う金大中大統領主催の関連部署合同会合「青
4
年失業
4 4 4
対策会議」（2001年 12月 17日）でも、観光部の「新規雇用」計画
のひとつとして「文化遺産解説士」の選抜計画が報告された 89）。要するに、
解説士制度は、雇用対策
4 4 4 4
でもあったのである。
　このような解説士制度の位置付けは、2010年代に入ってからも続き、例
えば、2010年 8月 3日に観光部が配布した報道資料「文化関連の雇用、今
年の上半期に約 1万件新しく増えた」には、「文化観光解説士育成事業
（自
マ マ
治体）」が「雇用」事業として挙げられ 90）、さらに、「2012～2016年国家
財政運用計画：雇用分野」においても、解説士は「文化福祉分野」の雇用と
して明示された 91）。
　以上の如く、解説士制度を雇用事業に位置付ける中央行政機関の認識が、
前章で検討した解説士の年齢制限をめぐる陳情事件で、解説士は「純粋なボ
ランティアではない」と主張した地方自治団体側の反論に表れていることは
言を俟たない。さらに、制度初期において解説士制度は「若年層の就職難」
「青年失業」の対策としての性格が強かったことも特筆に値する。そのため、
20・30代の若い世代にも解説士の門戸を開き、活動費＝所定の報酬を支給
する仕組みになったわけであるが、若年層の応募はきわめて少なかったので
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あろう。他方、解説士は、仕事を引退した高齢の人々からは大きく注目さ
れ、先述したような、解説士の年齢制限の撤廃と高齢者に特化した雇用事業
化を求める大邱市のシニアクラブ文化遺産解説団の要求事件や、解説士に対
する年齢制限を不合理な差別と主張する一連の陳情事件へと展開し、遂には
観光部の運営指針から年齢条件が削除されるまでに至ったのである。
　高齢者による解説士の年齢制限に対する異議申し立ては、ボランティア活
4 4 4 4 4 4 4
動であると同時に就労でもある
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
という制度的矛盾が、その実態において具現
化した事例といえる。以下では、解説士活動についてもう少し詳しく理解す
るために、全
チョルラプクド
羅北道群
クンサン
山市の解説士の事例を取り上げてみたい。
　韓国のほぼ中央に当たる全羅北道の西北端に位置する群山市（総面積約
390㎢・総人口約 27万人 92））では、2019年 9月現在、43人の解説士が活
動している 93）。そのうち、全体の約 4割を占める 17人が 60歳以上、60歳
未満の 26人もその約 9割が 50代以上であり、20・30代の解説士はいない。
また、特徴的なのは、全体の約 7割を占める 30人が女性、残りの 13人が男
性で、女性の割合がかなり高いという点である。群山市における解説士の資
格条件（必須条件）は、公募日現在、群山市に「住民登録」をしている「居
住中の住民」であること、「群山の文化遺跡及び観光地に関する見識が高く
現地の事情に詳しい者」「ボランティアとして透徹した意志と使命感
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を有す
る者」「徒歩で移動でき、長時間の解説が可能な健康な者」「正確な言語能力
及び持続的な活動が可能な者」である 94）。群山市の解説士事業費は、2019
年に 3億ウォンを上回る予算が策定された 95）。興味深いのは、先述した観
光部の原則とは異なり、事業費の半分以上に当たる約 2億ウォンを市費か
ら、あとの約半分ずつを観光振興開発基金と道費（全羅北道費）から出して
いることである 96）。解説士には、1日（午前 10時から午後 5時までの 7時
間）当たり 50,000ウォンの活動費（市域内の離島地域の場合、60,000ウォン）
が支給されるが、注目すべきは、1ヶ月当たり最大 15日間までしか活動で
きないという活動日数の制限
4 4 4 4 4 4 4
である。
　群山市の解説士 A氏（70代男性）97）は、群山で生まれ育ち、市役所（「群
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山市庁」）の公務員として 40年以上働いた。定年退職した後、経済的に活気
を失いつつある故郷群山の役に立ちたい、活性化させてかつてのように人で
にぎわうまちにしたいという気持ちから、解説士を始めた。A氏は、解説士
の大変さについて次のように語った。
いまは少しよくなりましたけどね、私たち（解説士たち）の働く環境はと
ても劣悪でしたよ。解説士が待機できる場所さえなかったですから、暑く
ても寒くても外でただただ耐えながら、お客さん（訪問客）を待つしかな
かったんです。いまみたいに、観光案内所に（解説士のための）ちゃんと
したスペースがあったわけではなかったです。一番大変なのは、私が公務
員だった頃は、気づいてなかったですけどね、（公務員を）やめて、解説
士になって、公務員たちとかかわるようになってから、ものすごい上下関
係というか、そういうのがあるんだなと思いました。最初は、公職で積ん
だ経験を活かしたい、だから、後輩たち（担当公務員たち）に、法や規定
4 4 4 4
よりも、現場の状況を直接目で見て、解説士の話を聞いて、実情
4 4
に合うよ
うに（解説士制度を）運営してほしいと何度も頼みました。けど、まあ…
難しいことです。
筆者：大変そうですね…。やめたいとは思いませんか。
いや、やめたいとは思いません！ 思ったことはありましたけどね。観光
客に出会うのはほんとに楽しいんです。私たちは「幸福の伝道師
4 4 4 4 4 4
」だと思
います。わざわざ（群山に）来てくださる観光客に旅の幸せを伝える
4 4 4 4 4 4 4 4
こと
ができる、それに自分の話もちゃんと聞いてもらえる、これは楽しいし、
嬉しいことですよ。もちろん、ずっと笑いながら奉仕
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
しなければなりませ
んけどね。でも、故郷の魅力を伝えられ、（観光客は）感動して帰って、
また来てくださるというのはね、やっぱり嬉しいし、何にも代え難いやり
がいを感じます。
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　A氏は、1990年代後半以降に顕著になってきた、旧中心市街地の空洞化、
市の郊外化・人口減少・製造業の衰退などの問題 98）に直面した故郷群山の
活性化のために少しでも役に立ちたいという気持ちから解説士というボラン
ティアになった。解説士としての自らの活動を「ボランティア」活動と捉
えていることは、上述した A氏の「奉仕」という言葉によく表れている。A
氏にとって、解説士活動を通して得られる観光客などとの新しい出会いやコ
ミュニケーションは、この活動を続ける最も重要な理由となっている。もち
ろん、「ずっと笑いながら」解説することは、大変ではあるけれども、自分
を「幸福の伝道師」と自負する A氏にとって、訪問客に「旅の幸せを伝え
る」ために笑いを絶やさず解説することは「奉仕」、すなわち、ボランティ
ア活動の一部であり、そのため、やり遂げられるのである。しかし、いくら
ボランティアとはいえ、暑い夏や寒い冬にも屋外でただ訪問客を待つしかな
い状況に対しては、納得できなかった。さらに、行政が「法や規定」のみを
優先し、解説士の「実情」を考慮しないことについても大きな不満を抱いて
いる。A氏のいう実情の中には、解説士の年齢および活動日数の制限といっ
た大きな問題が内包されていた。このような問題意識は、次の B氏の語り
からも窺い知れる。
　同市の解説士である B氏（50代女性）99）も、群山で生まれ育った。もと
もと、何もない群山のことが嫌いで、まわりの人々には「大きくなったら、
絶対群山には住まない」と断言したくらいであった。しかし、解説士になっ
てから、群山の「価値を過小評価」し、「故郷を無視」してきたことに気付
き、反省するようになった。子供が大きくなってから、B氏の社会活動を積
極的にサポートしてくれる夫のおかげで、解説士になる前もセクハラ相談所
などでボランティアをした。友人の勧めもあり、故郷に対する罪滅ぼしの気
持ちと、地元の歴史・文化についてしっかり勉強したいという意欲もあっ
て、解説士に応募し、合格した。解説士とは何かという筆者の質問に対し、
B氏は迷うことなく次のように答えた。
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「高品格ボランティア
4 4 4 4 4 4 4 4 4
」だと思います。私たち（解説士たち）は、結構学
歴もあって、常に勉強しています。群山の歴史や文化に関しては随分詳し
いんですよ！ いつも勉強しているので、息子からも一目置かれるんです。
筆者：なるほど！ じゃ、解説士としての活動にはあまり不満はないで
しょうか。
正直、最初（2002年に解説士を）始めた頃は、不快な経験をしました。
当時、（1ヶ月のうち）8日間勤務して、24万ウォンもらいました。それ
もらって、なんというか、自尊心を傷つけられた
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ような感じで、とてもい
やでした。
筆者：なぜそのように感じられたんですか。
1日 3万ウォンって、自分がやっている（解説士の）活動の価値
4 4
が、そん
なに低いものなのかと、正直恥ずかしくて…悲しくなったんですね。そ
れで、市（行政担当者）には、それ（活動費 24万ウォン）は要りません、
といいました。でも、もう給料
4 4
という感じで（解説士たちの間では）理
解されてますからね。（解説士には）色んな方々がいらっしゃいますから。
それに、みんな（解決士たちは）やる気満々なので、ちょっとうるさいん
ですよ。
筆者：なるほど。何か大変なことでもあるんでしょうか。
ええ。やっぱり活動日数
4 4 4 4
どうのこうのですね。市が活動日数を制限してま
すから、もっと働きたい方たちは不満が多いんですよ…。個人的には、市
が活動日数を制限せず
4 4 4 4 4 4 4 4 4
に、もっと勤務したい方は勤務できるようにしてあ
げればいいと思います。そうすると、ペイが確保
4 4 4 4 4
されますから、みんな安
4 4 4 4
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定
4
しますし、いいと思うんです。しかし、市は、とにかくたくさん（解説
士を）採って（解説士同士を）競争させようと、そうしないとだめみたい
に思っているようです。
　解説士を「高品格ボランティア」だと捉える B氏は、割と経済的に豊か
な家庭を持ち、自分の高い学習意欲や社会活動に対して理解を示す夫や子供
に支えられ、自己実現の一環として解説士活動を行っている。解説士活動に
対するかなり高いプライドを持っており、市から支給される活動費は、自身
が提供する活動には見合わない金額のものであり、であれば、いっそのこと
もらいたくない、もらわないほうが、高品格ボランティア
4 4 4 4 4 4 4 4 4
としての品位を保
つことになると思っている。ただ、B氏は、市内の解説士たちが、活動日数
の問題でもめることは好ましくないと考えている。B氏の語りの中で特に注
目すべきは、多くの解説士たちが、活動費を「給料」「ペイ」と捉えている
ということである。そのため、活動日数が制限されると、満足できる額の活
動費＝給料・ペイがもらえないため、不満を抱く解説士は少なくないのであ
る。この種の問題で、せっかくの解説士の活動が楽しくなくなるのは望まし
くないと考える B氏は、解説士の質を保つためにその数を増やして互いに
競争させるのではなく、もっと活動したい解説士には、その機会を与えて収
4
入
4
を「確保」「安定」させることが必要と述べる。
　最後に、同市の解説士である C氏（60代女性）100）の事例を挙げてみたい。
全
チョルラナムド
羅南道の出身でよそ者であるが、結婚を機に夫の故郷である群山市で暮ら
してきた C氏は、子供たちが成長して独立してから時間的な余裕ができた
ので、解説士に興味を持った。街中で解説士を公募するという横断幕を見つ
け、応募し、合格した。午前 10時から 3時間、観光客と一緒に市内の代表
的な観光地を歩き回り、解説する「同行解説」は、蒸し暑い夏や雪の降る冬
の時期には特に体力的に大変で、非常に疲れると語る C氏は、それでもこ
の活動を続ける理由について、次のように答えた。
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先生（筆者）みたいに、お土産くださる方もいて、いい方たちにたくさん
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
会える
4 4 4
ので、楽しくて仕方ないんです。もちろん、私が一生懸命解説して
いるのに、勝手に別のところへ行ってしまったり、（解説を）聞かなかっ
たり、ご自分の意見を強く主張する方もいらっしゃって、そういう時は
力が抜けますし、やめたいという気持ちでいっぱいになります。この間
は、お昼休み（正午から 13時まで）ちょっと過ぎてから（観光案内所に）
戻ってきたんですけどね、そしたら、（ある観光客が）観光案内所に電話
したのに、誰も電話に出なかったと（群山市に）民願（クレーム）を入れ
てきました。その時は（担当公務員から）厳しく注意されて、やめたいな
と思いました。でも、ほとんどは、いい方たちですよ。それに、家で一人
ボーっとしていてもしょうがないじゃないですか。この年になると寝つき
も悪くなるんですけど、解説士をやると、疲れてぐっすり眠れるんです。
私は、大学は出てませんけど、それでもこういうお仕事して、少しでも稼
4 4 4 4 4
げる
4 4
というのは、ありがたいです。孫が遊びに来たら、お小遣いもあげら
れるんですよ！
　さらに、解説士制度の改善すべき点について尋ねる筆者の質問に対し、C
氏は次のように述べた。
うーん、やっぱり実費を上げてほしい
4 4 4 4 4 4 4 4 4
ですね。同行解説とか、最近の解説
は、結構体力を使いますし、大変だなと思います。私たち（解説士たち）
は、「群山の顔
4 4 4 4
」ですし、（観光地の）最前線で観光客をもてなしてますか
ら、もう少し待遇をよくしてくれてもいいのかなと、正直思います。あと
は…あんまり（解説士を）たくさん採らないでほしいですね。実はね、学
4
校の先生や公務員だった方たち
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
がかなり多いんですよ！ そういう方たち
は、年金
4 4
もたくさんもらってて、生活に困らない
4 4 4 4 4 4 4
と思いますけどね。なの
に、色々要求ばかりして譲らないんですよ。
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筆者：そういう方たちは、どういう要求をされてるんですか。
ですから、土曜日日曜日は勤務できないから、入れないでほしいとかね。
筆者：え？ なぜですか。
週末は休みたいんでしょう。どっかに遊びに行くとかね。なのに、活動日
数は減らそうとしない…。都合が悪くて勤務できなければ、他の人（解説
士）に勤務してもらって、自分は休めばいい。もちろん活動日数は減りま
すけどね。でも、それでいいと思うんですよ。なのに、譲らないんです。
筆者：活動日数が減るのは、よくないことなんですか。
もちろんですよ。活動費が減るじゃないですか。
　社会人になった子供たちが独立してから、家で一人でいることが多くなっ
た C氏は、社会につながる機会として解説士に着目し、活動を始めた。彼
女にとって解説士は、A氏同様、新たな出会いやコミュニケーションが生
まれる貴重なチャンスであり、ここから得られる喜びは、解説士としての
C氏の活動を支えている。しかし、解説に無関心でマナーの悪い訪問客に会
うと、やる気が出てこない。しかし、「群山の顔」としての誇りや使命感を
持って頑張ってその場を乗り越える。ただ、群山の顔として精一杯の解説
サービスを提供している解説士に対して、いまの活動費は少なく、もう少し
金額を引き上げてほしいと思っている。また、B氏と同様に、解説士の数を
増やそうとする行政側の運営方針には不満を感じる。
　特に注目したいのは、活動費に対する C氏の捉え方である。「年金」が十
分支給され、老後の「生活に困らない」教員や公務員退職者の解説士に対す
る C氏の疑問から読み取れるのは、C氏にとって活動費は、年金のように
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老後の生活の足しになるものであるということである。
　韓国に6,000人以上いる解説士たちは、十人十色の動機から解説士になり、
その活動の意味や価値、課題についても色々な考えを持っている。しかし、
前章で取り上げた解説士の年齢制限 101）の撤廃や解説士制度の高齢者雇用事
業化に対する主張の延長線上で、上述した解説士 3人の語りに注目すると、
ボランティアに位置付けられる解説士の実態がより鮮明に浮かび上がる。
　A氏・B氏・C氏とも、定年退職や子供の独立によって生じた時間的余裕
を活用するために自ら選択
4 4 4 4
して解説士になった。そういう意味で、「自発性」
に特徴付けられるボランティアであることは議論の余地がない。しかし、ボ
ランティアのもうひとつの基本的特徴である「無償性」に着目すると、問題
はそう簡単ではない。なぜなら、以上の 3人の語りから、解説士に支給され
る活動費が「実費」と称されつつも、実際は、昼食代と交通費の実費ではな
4 4 4 4 4
く
4
、解説士としての活動＝労務に対する報酬
4 4
（「給料」「ペイ」）と実感され、
老後を支える「年金」のように、生活の足しになる役割が期待されているこ
とは明らかだからである。そのため、解説士の多くは、行政が解説士の「実
情」を考慮せずに「法や規定」を優先し、解説士の高齢化対策として年齢制
限を設けたり、その数を増やしたり、解説士の増加による事業費を限られた
予算内で処理するために、解説士の活動日数を制限したりすることについて
疑問や不満を抱くのである。解説士当事者から「報酬」と受け止められる活
動費は、解説士の〈ボランティア性〉を不安定なものにするファクターと
なっている。
終章
　本稿では、韓国の観光地を構成する重要なアクターとしての解説士に
フォーカスを合わせ、そのあり方をナショナル・レベルで規定する解説士制
度の具体的な内容とともに、制度成立の社会的コンテクストや政策的要請、
さらに制度運営において生じた一連の争いを中心に検討してきた。その上
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で、解説士制度が抱える制度的矛盾の問題と、それが解説士当事者たちから
どのように捉えられ、具体的に表れているのか考察した。その結果、解説士
の〈ボランティア性〉が、解説士制度における齟齬の問題の根本に存すると
ともに、解説士当事者らの認識や実践におけるズレを生じさせる理由でもあ
ることが明らかになった。本研究を通して明らかになった上述の内容は、韓
国の国家主導型文化政策に関する研究のみならず、その独特な社会的条件に
おいて生み出された、制度化されたボランティアとしての解説士及びその
〈ボランティア性〉に関する研究に示唆するところは大きいであろう。
　既に序章で述べたように、日本の観光ボランティアガイドを取り上げた先
行研究は、観光ボランティアガイドの意義、つまり、観光ボランティアガ
イドは、住民目線で観光地の魅力や意味を観光客に直接伝えられるだけでな
く、当事者としての住民は地元の歴史や文化等を学び、外部からの観光客に
案内する体験を通して地元に愛着の気持ちを抱き、まちの問題・課題にもよ
り積極的かつ自発的にかかわろうとする意欲的な住民になれるという利点や
強みを活かすべく、担い手不足に悩む観光ボランティアガイドを体系的・組
織的に育成できるシステムや行政側の制度的支援が求められると提言した。
このような提言に鑑みると、住民自らが観光ガイドの役割を果たし、観光地
＝地元の歴史や文化等に関する学習と社会参加（social engagement）を実現
できる韓国の解説士制度は、望ましい施策として高く評価できるであろう。
　確かに、韓国の解説士は担い手不足の問題を抱えていない。これは、第 3
章で取り上げた年齢制限をめぐる争いや、第 4章で検討した解説士当事者た
ちの語りからも十分確認できる。しかし、問題はそう簡単ではない。そもそ
も日本の観光ボランティアガイドと韓国の解説士が登場した各々の社会的コ
ンテクストや条件が相違しているからである。
　解説士は、アジア通貨危機による深刻な景気後退に直面した韓国で、文化
を国家再建のキーワードに据えた金大中政権が、国際的なメガ・イベントの
開催や国民観光時代の到来に備えて推し進めた国家主導の観光インフラ整備
の一環として制度化された。当初、地域の郷土史家や教員退職者のように、
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地域の歴史・文化財等に詳しく、かつ、引退して本職を持たない 50代後半
以上のいわゆる高齢者をその対象に想定した解説士制度は、その一方で、解
説士の資格条件に年齢制限、より正確にいえば、上限年齢を設けた。
　さらに、解説士制度を管掌する観光部は、解説士を「ボランティア」に位
置付けながらも、他方では、その事業を「雇用」の枠内に組み入れた。その
ため、解説士の対象には 20・30代の若年層も含まれ、昼食代と交通費とい
う名目上の「実費」は、解説士活動の報酬として機能することが目論まれ
た。観光部が解説士の「活動費」を、最低賃金を上回る寛大な金額に算定し
た所以はここにある。
　しかし、高いレベルの歴史知識や外国語能力を有する若者にとって、100
時間以上の新規養成教育や毎年の補修教育を受け、毎日 8時間近く解説士と
して働き、最低賃金よりやや多い活動費＝報酬をもらうことは、それほど魅
力的ではなかったのであろう。次第に解説士には高齢者が増えていったが、
地方自治団体は、解説士の資格条件のひとつとして、60代後半以上の高齢
者の応募を制約する年齢制限を行った。よりアクティヴな観光体験や生き生
きした観光ガイドに対する観光客からの需要が増えたと、地方自治団体は判
断したからである。
　ところが、60代後半以上の解説士たちから年齢制限に対する異議申し立
てが相次いだ。年齢制限は高齢者に対する差別だという主張であった。陳情
を受けた委員会は、全ての韓国人は、年齢等にかかわらずボランティア活動
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
に参加できる
4 4 4 4 4 4
と明記した「ボランティア活動基本法」に基づき、当該地方自
治団体に是正─年齢差別の撤廃─を勧告した。そして、2017年の観光
部の運営指針から、解説士の年齢条件は削除されることになる。
　特筆に値するのは、年齢制限をめぐる一連の争いが、年齢等にかかわらず
4 4 4 4 4 4 4 4 4
自らの意志で自発的
4 4 4
に奉仕できると法律上規定されたボランティアに、「年
齢」条件をかけたことの矛盾と、　無償
 4 4
で奉仕すると法律上明記されたボラ
ンティアに、「活動費」と称される金銭を支払ってきたことの矛盾という、
二重の制度的矛盾が、解説士の現場において顕在化した結果であるという点
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である。このような制度的矛盾に韓国の地方自治団体も気付いていたのは一
目瞭然である。そのため、ボランティア活動を年齢で制限するのは差別だと
主張する人々に対し、解説士は、純粋なボランティアではない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
と言い切り、
差別という非難に反駁したのである。
　さらに注目すべきは、解説士当事者たちも、解説士制度の矛盾に気付いて
いることである。少なくとも誓約書の提出や新規養成教育を通して、解説士
はボランティアであることを了解していたはずの解説士たちが、当該制度の
高齢者雇用事業としての運営を求めた事件や、群山市の 3人の解説士の語り
は、その十分な裏付けとなる。活動費が、昼食代や交通費の実費ではなく、
解説士当事者たちには、生活の足し・老後の経済的な支えにもなる収入とし
て実感され、機能している実情に鑑みると、年齢制限をめぐる一連の陳情事
件もまた、同様のコンテクストにおいて解釈されるべきであろう。
　繰り返しになるが、解説士制度は、観光産業の国策としての育成およびア
ジア通貨危機以後の失業問題の解決を目論んだ韓国の中央政府と、中央政府
から助成金を受けて当該制度を実施する傍ら、アクティヴな観光プログラム
や体験を好む観光客のニーズに応えつつ、観光客の増加─観光産業の振興
による地域経済の活性化─を目標とする地方自治団体と、自己実現ととも
に金銭的収入をも期待する解説士当事者らによって運営されているが、それ
ぞれの狙いや意図するところは必ずしも一致していない。なかでも特に大き
なズレを生じさせているのが、本研究が明らかにした解説士の〈ボランティ
ア性〉の問題なのである。では、ボランティアである解説士の資格・活動
を、年齢を理由に制限してはならないという法的判断が示されてから、運営
指針や地方自治団体の応募資格から年齢条件が削除され、いまのところ、目
立った葛藤や言い争いは生じていない解説士制度の〈ボランティア性〉は、
どう解釈すべきであろうか。
　ボランティアは、韓国のボランティア活動基本法のみならず、よりグロー
バルなレベルにおいても「無償性」102）によって特徴付けられる。しかし、
小野によると、ボランティアには無償ボランティアの他に、その実態におい
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て「有償ボランティア」もある［小野 2006］。特に興味深いのは、有償ボラ
ンティアの労働者性よりもその〈ボランティア性〉に対する説明である。小
野によれば、有償ボランティアの〈ボランティア性〉は、利益や見返りを求
めない「利他的動機」と、自分自身のための利益や見返りを求める「利己的
動機」から成り立っており、多くの有償ボランティアはこの両方の動機を併
せ持っている［小野 2006: 128］。
　第 4章で詳述した解説士 3人の語りは、まさに利他的動機と利己的動機の
複合した心理を露にしている。つまり、3人とも程度の差こそあれ、自分が
生まれ育った、もしくは長年暮らしてきた地域社会の活性化のために少しで
も力になりたい、また、わざわざ自分たちのまちを訪れてくれる観光客に喜
んでもらいたい、思い出になる楽しい時間を過ごしてほしいといった「利
他的な動機」とともに、他方では、自分の余った時間を、新しい出会いやコ
ミュニケーション、新たな知識・情報が獲得できる学習などを通して有意義
に過ごしたい、また、生活の足しになる収入を得たいという「利己的動機」
が働いており、両方の動機が混在しているのである。
　この 2つの動機は、解説士が置かれるシチュエーションによって重層的に
表れ、異なるベクトルを生み出す。例えば、訪問客が自分の解説について感
謝の気持ちを伝えてくれたり、再訪する訪問客が増えていると感じたりする
と、利他的動機に基づく自分の活動に満足しつつ、そこから得られる自己実
現につながる体験を利己的動機から評価する。これが解説士活動を続けられ
る大きなモチベーションになっていることは言うまでもない。しかし、例え
ば、寒い冬や暑い夏にも屋内の控え場所が設けられていない、無礼な観光客
と接して不愉快な思いをした、長時間の解説でひどく疲れてしまったなどの
際、解説士は、利他的動機に立ち戻り、その困難を乗り越えようと努める一
方、他方では利己的動機が顕在化し、自分の大変な活動に見合う見返りがほ
しいという気持ちが強くなるのである。要するに、当事者たちにとって解説
士は、その置かれるシチュエーションや条件によって利他的動機と利己的動
機の両軸を行き来しつつ、重層的に表れる可変的な〈ボランティア性〉に支
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えられているのである。
　では、以上のような解説士の〈ボランティア性〉は、当該制度においてど
う理解すべきであろうか。既に述べたように、解説士はボランティアであ
る、というボランティア活動基本法に基づく委員会の法的判断以後、解説士
の制度的位置付けをめぐる争いは生じていない。しかし、本研究で取り上
げた解説士 3名の他にも筆者が話を聞いた多くの解説士たちは、解説士制度
の課題や改善点として活動費の引き上げを挙げた 103）。これは、年齢の制限
を受けずに、ボランティアである解説士に誰もが応募し、活動できるように
なったものの、ボランティアという割にはその活動が大変であるという当事
者たちの認識を示す。
　フルタイムでプロとしての観光ガイドとほぼ同じ内容のサービスを提供す
る解説士に対する処遇は「ボランティアだから」を理由に等閑視されてはな
らないであろう。特に活動費について行政は、当初解説士制度に与えられて
いた雇用としての意味と制度運用の実態に鑑みて、解説士活動を奨励する方
向へ検討を加える必要がある。もちろん、第 4章で指摘したように、中央政
府からの補助金は減る一方、地方自治団体が負担すべき解説士予算は増えつ
つある。さらに、活動費の増額が〈ボランティア性〉を低下させ、その労働
者性が問題になる可能性もある。活動費の適正額の問題は本研究の埒外であ
るため、労働経済学等の研究に委ねたいが、フルタイムでプロの観光ガイド
並みの活動を行う解説士の〈ボランティア性〉に甘え、地域経済の活性化に
寄与すべき観光産業の一端を担う重責を解説士に押し付けることには疑問を
感じる。
　行政は、以上に加えて、解説士は住民自らが観光客に対する観光ガイドの
役割を果たし、地元の歴史・文化等に関する学習と社会参加の体験を通じ
て社会的ネットワークを拡げつつ、様々な情報を手に入れ、新たなコミュニ
ケーションを蓄積していく中で生きがいややりがいが感じられる重要な社会
的機会であることも忘れてはならないであろう。
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注
 1）国土交通省観光庁、作成日不明「観光立国推進基本法」〈http://www.mlit.go.jp/
kankocho/kankorikkoku/index.html〉最終閲覧 2019年 9月 10日。
 2）「文、“観光産業は経済発展の核心動力 ”」、ON『毎日経済新聞』（韓国語）2019. 4. 
2。なお、本稿では「オンライン新聞」に「ON」と略字を付すことにしたい。
また、本稿における韓国語で書かれた原文資料や、韓国人に対するインタ
ビューを通して得られた韓国語の口述資料の日本語訳は、筆者による。
 3）拡大国家観光戦略会議関係部署合同 2019『大韓民国の観光の革新戦略』、p. 9。
 4）地域住民と観光客の関係や観光客による観光活動のインパクトに着眼した人
類学者のバレーン・スミス（Valene L. Smith）は、彼女の編著（1977）であ
る Hosts and Guests: The Anthropology of Tourism（日本語訳版は、三村浩史監
訳 1991『観光・リゾート開発の人類学─ホスト＆ゲスト論でみる地域文
化の対応』勁草書房）において「ホスト／ゲスト」という分析概念を提示し
た。スミスらによるこの研究は、経済性を重視する観光開発・産業論的な観
光研究の中で見過ごされがちであった観光の現場における生身の人間に照射
し、観光地の住民＝「ホスト」と観光客＝「ゲスト」との関係や観光客によ
る観光活動がもたらすインパクトを議論の俎上に載せる「観光人類学」（the 
Anthropology of Tourism）の研究を促すきっかけとなった［鈴木 2005: 20・21; 
石野 2017: 49・50］。しかし、以後の事例研究の蓄積によって、「ホスト／ゲス
ト」という二項対立的な図式は、観光の現場における多様なアクターや彼ら
の実践を捉える上で不十分であると指摘されるようになる。つまり、ホスト
＝観光地の住民は、観光資源となる観光地の土着文化の真正性を保持し、観
光客の観光動機やニーズに応えるための生産活動に携わりながらも、観光地
ならではの騒音やゴミ、混雑等の弊害に耐えるしかない存在である一方、ゲ
スト＝観光客は、観光地を経済的に潤す消費活動が期待されつつも観光地に
弊害をもたらす部外者でもある、という明確な線引きは困難であり、実際に
両者のポジションは流動的かつダイナミックに置き換えられたり、交渉の対
象にもなるのである［Sherlock 2001; 竹中 2015; 渡部 2017］。
 5）但し、韓国の解説士については、拙論［金賢貞 2012・2017］の中で部分的に
論じている。
 6）「持続可能な観光」という概念は、1987年に「環境と開発に関する世界委員
会」（World Commission for Environment and Development）が発表した報告書
『我ら共有の未来』（Our Common Future）の中で提示された「持続可能な開発」
（sustainable development）という概念に触発され、考え出された。
 7）公益財団法人日本観光振興協会、作成日不明「観光ボランティアガイドとは」
〈https://www.nihon-kankou.or.jp/volunteer/about.jsp〉最終閲覧 2019年 9月 10日。
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 8）とはいえ、全ての観光ボランティアガイドがボトムアップ型であるわけでは
ない。観光まちづくりを推進する行政が養成講座を開いて観光ボランティア
ガイドの育成に乗り出すトップダウン型もある［磯野 2016］。これについて
は、注 7も参照のこと。
 9）公益財団法人日本観光振興協会 2018「平成 29年度観光ボランティアガイド団
体調査結果」、頁数不明。
10）「ボランティア」オンライン事典『ブリタニカ国際大百科事典小項目事典』。
11）「文化体育観光部」は、韓国の文化・芸術・出版・体育・観光等の振興を図る
ためのナショナル・レベルの業務を管掌する中央行政機関である。なお、韓
国の中央行政機関の単位である「部」は、日本の「省」に相当する。
12） 1975年に制定された「観光事業法」（法律第 2878号）は 1986年に全部改正
（法律第 3910号）され、いまの「観光振興法」に改称された。
13）韓国「国家法令情報センター」（〈http://www.law.go.kr/〉最終閲覧 2019年 9月
10日）が提供する「観光振興法」の「制定・改正理由」（2011年 4月 5日一
部改正）からの引用である。
14）「国内旅行案内士」と「観光通訳案内士」は、韓国の文化体育観光部が主管
し、「韓国産業人力公団」が毎年実施している国家専門資格試験に合格し、そ
の資格を得た者である。
15）文化体育観光部 2017「文化観光解説士運営指針」、p. 2。
16）前掲注 15、p. 3。
17）「韓国史能力検定試験」で「2級以上」に合格する能力は、一般教員採用試験
への応募資格として同検定試験の 3級以上の合格が認められていることに鑑
みると、かなり高いレベルといえる（国史編纂委員会、作成日不明「活用及
び特典」〈http://www.historyexam.go.kr/main/mainPage.do〉最終閲覧 2019年 9月
10日）。
18）韓国における「脆弱階層」（social vulnerable group）とは、低所得層、障がい
者、6か月以上の長期失業者、結婚移民者、脱北者（「北韓離脱住民」）などを
さす（『2018年直接就職事業　中央部署・自治団体合同指針』［2017. 12］、p. 
1）。脆弱階層に対する優遇は、社会福祉的配慮に基づくものである。
19）前掲注 15、p. 3。
20）前掲注 15、p. 12。
21）前掲注 15、p. 2。
22）前掲注 15、p. 23。但し、運営指針が作成された 2017年から約 1年後の 2018
年に観光振興法の一部が改正され、2017年までは教育機関として観光部の認
証を取得しなければならなかったが、別途「開設・運営基準」が定められた
（法律第 15860号、2019年 6月施行）ことにより、その必要はなくなった。認
証制度廃止の背景には、中央行政機関である観光部の予算・人手不足の問題
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や制度運営の非効率性に対する批判があった（文化体育観光部長官 2017年 9
月 27日「文化体育観光部公告第 2017-199号」、p. 1）。
23）表 1に示した内容より詳細な基準は、「文化観光解説士の養成教育課程の開
設・運営及び配置・活用に関する告示」（文化体育観光部告示第 2019-19号）
の「別表 1」に明記されている。
24）「100時間以上」というのは、地方自治団体の教育目的・内容によって 100時
間を超えても構わないという意味である（前掲注 15、p. 4）。
25）前掲注 15、p. 4。
26）前掲注 15、p. 4。
27）前掲注 15、p. 5。
28）前掲注 15、p. 5。
29） 2006年 3月作成の「文化観光解説士制度運営マニュアル」には、経歴にかか
わらず、全員が年間 40時間以上の再教育を受けることが義務付けられていた
（p. 4）。
30） 2010年 1月発行の「文化観光解説士運営指針」では、活動経歴 5年未満の場
合、年間 50時間以上、5年以上 7年未満の場合、年間 40時間以上、7年以上
の場合、年間 20時間以上と定められていた（p. 5）。
31）「民願」とは、韓国の国民が行政機関に対して行う要望や請願のことである。
韓国には、オンライン「国民申聞鼓」（〈https://www.epeople.go.kr〉）という
ウェブサイトがあり、場所・時間を問わず、当該ウェブサイトにアクセスし
て民願を申請することができる。申請された民願に対する迅速かつ的確な処
理は、民願を担当する行政機関や公務員の評価項目でもあるため、担当機関
や公務員にとってかなり神経を使う業務とされている。
32）「いつ」「どこで」「どんな訪問者」に対し「どういう内容」の解説を行ったの
かを記録する「活動日誌」の作成は、解説士の重要な仕事の一部である。
33）解説士として活動する期間中に有料の解説活動を行うことは、2010年の運営
指針では資格「取消」の対象であった（p. 9）。しかし、2017年の運営指針で
は「警告」の対象に変わり、規制が緩和された。さらに、「有料で行う解説活
動がボランティア活動に支障を来さず、文化観光解説士が事前に（有料解説
活動申告書）を提出した場合」は、認められるようになった（p. 9）。
34）前掲注 15、p. 8・9。
35）韓国の行政単位としての「市」「道」は「広域地方自治団体」に分類される。
広域地方自治団体は、人口が 200万人前後、もしくはそれ以上の大都市であ
り、釜山広域市・大邱広域市・仁川広域市・光州広域市・大田広域市・蔚山
広域市が含まれる（本文で以上の都市に言及する際は「広域」を省略する）。
さらに、日本の県に相当する「道」には、京畿道・江原道・忠清北道（略称
は「忠北」）・忠清南道（「忠南」）・全羅北道（「全北」）・全羅南道（「全南」）・
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慶尚北道（「慶北」）・慶尚南道（「慶南」）・済州特別自治道（「済州」）がある。
他に、2012年 7月に誕生した「世宗特別自治市」も、広域地方自治団体に含
まれる。
36）前掲注 15、p. 1。
37）文化観光部 1998『国民の政府　新文化観光政策』、p. 6。
38）前掲注 37、p. 124。
39）「アジア欧州首脳会合」とは、2000年 10月にソウルで開かれた第 3回アジア
欧州首脳会合のことである。
40）前掲注 37、p. 124。
41）前掲注 37、p. 126。
42）2000年現在、日本の 100円は、韓国通貨の「1,101.5」ウォンであった（作
成日不明「年度別為替変動：時系列照会」オンライン国政モニタリング指標
ウェブサイト『韓国 e-ナラ指標』〈http://www.index.go.kr/main.do〉最終閲覧
2019年 9月 11日）。
43）文化観光部 2000「2000年度主要業務計画」、pp. 21・22。
44）文化観光部 2001「2001年度主要業務計画：文化は幸せであり、国力です」、p. 
11。
45）前掲注 44、pp. 17～19。
46）前掲注 44、p. 11。
47）文化観光部 2003『2002観光動向に関する年次報告書』、p. 5。
48）「労社政委員会」は、「勤労者」「使用者」「政府代表」の集まりであり、大統
領所属機関として 1998年に発足した（韓国経済新聞社、作成日不明「労社政
委員会」オンライン『韓経経済用語辞典』）。
49）「韓国の年度別 1人当たり国民総所得（GNI）」（韓国銀行、作成日不明）。
50）前掲注 49。
51）前掲注 44、p. 18。
52） 2002年 12月 31日に同目標は達成された（前掲注 15、p. 1）。
53）「文化観光部業務報告：観光分野の主要推進計画」、ON『連合ニュース』（韓
国語）2001. 2. 14。
54）前掲注 53。
55）「大田市文化遺産解説士公募」、ON『東亜日報』（韓国語）2001. 4. 10。
56）韓国の首都ソウルには、国を代表する文化遺産や観光地が集中し、既に多く
のところで観光ガイドが活動していた。そのため、すぐ選抜する必要（需要）
はなかったと推察される。
57）韓国の「雇用上年齢差別の禁止及び高齢者雇用の促進に関する法律」（法律第
13897号）によると、2001年現在（解説士制度の初期）、同法律が「高齢者」
と定める年齢の基準は、現行法と同じく「55歳以上」（「高齢者雇用促進法施
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行令」［大統領令第 13685号］第 2条）である。なお、1991年に制定された「高
齢者雇用促進法」（法律第 4487号）は、2008年に現行法に改称・改正された。
58）「（大田／忠南）文化遺産解説士を 10名募集」、ON『東亜日報』（韓国語）2003. 2. 
6。
59）「“文化遺産解説士を選抜します”」、ON『文化日報』（韓国語）2003. 3. 13。
60）韓国文化観光研究院 2008『文化観光解説士制度の運営実態及び改善方案』、p. 
10。なお、同報告書には、年齢条件を明示していない地方自治団体が 8ヶ所
あるが、実際は、運営マニュアルの原則を当たり前の条件として認識してい
たか、ただ記載漏れの可能性が高い。例えば、未記載の大田市の場合、後述
するように、2011年に年齢制限の問題で解説士から訴えられる事件が発生し
ている。
61）「70歳の年寄りだと無視しないでください」、ON『NEWSIS』（韓国語）2004. 4. 9。
62）「老年が楽しい‘伝統文化の伝道師’」、ON『京郷新聞』（韓国語）2003. 9. 15。
63）「私を‘ベテラン’と呼んでくれます」、ON『ハンギョレ』（韓国語）2004. 4. 
21。
64）英語の volunteerは、日本語で「ボランティア」と訳するが、韓国語では「自
願奉仕」と訳する。
65）「“文化（観光）解説士の年齢制限は撤廃すべき―シニアクラブ」、ON『連合
ニュース』（韓国語）2005. 8. 1。
66）韓国の「国家人権委員会」は、2001年に制定された「国家人権委員会法」（法
律第 6481号）に基づき、同年設置された。韓国の立法・司法・行政に属しな
い独立機関であり、人権関連の国家政策等の改善業務などを遂行する（pmg
知識エンジン研究所、作成日不明「国家人権委員会」オンライン『時事常識
事典』）。
67）「国家人権委員会差別是正委員会決定」（事件番号 10陳情 0364300）2011年 4
月 11日、p. 2。
68）前掲注 67、pp. 4・5。
69）「国家人権委員会差別是正委員会決定」（事件番号 11陳情 0105800）2011年 6
月 10日、pp. 1・2。
70）前掲注 69、pp. 2・3。
71）前掲注 69、p. 5。
72）前掲注 69、pp. 6・7。
73）「国家人権委員会差別是正委員会決定」（事件番号 11陳情 0423200）2011年 10
月 17日、pp. 2・3。
74）前掲注 73、pp. 5～7。
75）前掲注 73、p. 1。
76）年齢は定かでない。
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77）「国家人権委員会差別是正委員会決定」（事件番号 15陳情 0767500）2015年 12
月 24日、pp. 1・2。
78）前掲注 77。
79）前掲注 10。
80）「観光振興開発基金」は、「観光基本法」（法律第 16049号）第 14条と「観光
振興開発基金法」（法律第 16050号）に基づき、「観光事業を効率的に発展さ
せ、観光による外貨収入の増大に資する」（観光振興開発基金法第 1条）こと
を目的に 1973年に作られ、観光地の開発における基盤設備の整備・拡充や観
光客の利便性の向上を図るための様々な観光事業に使われてきた。
81）文化体育観光部観光政策局・観光産業政策官 2018「2018年観光部門財政執行
計画」、p. 54。
82）前掲注 81、p. 54。
83）前掲注 81、p. 54。
84）前掲注 15、p. 7。
85）文化体育観光部 2019『2018観光動向に関する年次報告書』、p. 46。
86）ソウル市の活動費が著しく少ない額に設定されているのは、応募者が多く、
解説士の選抜にそれほど困らないという事情も影響していると考えられる。
87）最低賃金委員会、作成日不明「最低賃金額現況」〈http://www.minimumwage.
go.kr/stat/statMiniStat.jsp〉最終閲覧 2019年 9月 13日。
88）「文化部、文化・体育・観光分野で 5千人の雇用支援」、ON『連合ニュース』（韓
国語）2001. 11. 1。
89）「（青年失業総合対策）大卒失業 1万 5千人をインターンとして採用」、ON『韓
国経済新聞』（韓国語）2001. 12. 16。
90）韓国労働研究院 2011『文化分野雇用支援事業の評価』、p. 14。
91）国家財政運用計画雇用・文化分野作業班 2012「（公開討論会資料）2012～2016
年国家財政運用計画：雇用分野」、p. 68。
92）群山市 2019『2019年度市政計画』、p. 8。
93） 2019年 8月 27日に群山市庁で行った群山市観光振興課担当者へのインタ
ビュー調査による。
94）「優待条件」は、「関連分野（観光・歴史・文化・外国語）を専攻した者（学
士以上）」「外国語、韓国史、観光関連の資格を有する者」「手話通訳士の資格
を有する者」「就業脆弱階層」であることが挙げられており、以上の条件にお
ける「外国語」は「日本語、中国語、英語」に限られる。なお、このデータ
は、前掲注 93の際にご提供いただいた。
95）群山市 2019「歳出予算事業明細書」。
96）正確には、「文化観光解説士育成」事業費が 302,083,000ウォン、このうち
199,638,000ウォンが市費、52,536,000ウォンが観光振興開発基金、49,909,000
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ウォンが道費である（前掲注 95）。
97） 2014年 3月 5日、群山市の観光案内所と食堂などで聞き取り調査を実施した。
A氏の語りは、その日に得られたものである。
98）群山市における 1990年代後半以降の都市問題やまちづくりについては、拙論
［2012］を参照されたい。
99） 2016年 11月 17日に群山市の観光案内所で聞き取り調査を実施した。B氏の
語りは、その場で得られたものである。
100） 2019年 8月 28日に群山市の観光案内所で聞き取り調査を実施した。C氏の
語りは、その際、得られたものである。
101）解説士 3人の語りと年齢制限の問題について補足説明しておくと、2014年に
話を聞いた A氏は、市による年齢制限の問題についても極めて批判的で、是
正を求める立場であったが、B氏と C氏に話を聞いた 2016年と 18年には、そ
の問題は既に解決され、活動日数の制限が最も重大なイシューになっていた。
102）「国連ボランティア計画」（United Nations Volunteers）が 2018年に刊行した白
書 The thread that bindsによると、ボランティアリズム（volunteerism）とは、
「自由意志かつ一般的な公益のために行われる活動で、金銭的な報酬を主たる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
動機としない
4 4 4 4 4 4
もの」（activities undertaken of free will, for the general public good 
and where monetary reward is not the principal motivating factor）を意味する（2018 
State of the World’s Volunteerism Report The thread that binds: Volunteerism and 
community resilience［UN Volunteers. 2018. p. 10］）。
103）筆者は、解説士制度を利用できる観光地を訪れる際は、必ず事前に解説士の
サービスを申し込み、解説士による解説を聞いた後、当該解説士に、解説士
になった動機、解説士活動のメリットとデメリット、課題や改善点などにつ
いてインタビューを実施してきた。例えば、仁川広域市では 2012年 12月、
全羅南道木浦市では 2013年 12月・2014年 3月・2018年 8月、釜山広域市で
は 2015年 1月、ソウル特別市では 2017年 1月などである。
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A Study on the Characteristics and Voluntariness 
of a ‘Culture Tour Guide’ in Contemporary South Korea
Hyeon-Jeong KIM
Tourism is comprised of many different industries and is closely related 
to economic issues. In South Korea, the tourism industry is considered to have 
a growing importance and potential in the national economic sector and has 
been developed by the government. This article explores the characteristics and 
voluntariness of ‘Culture Tour Guides’ in South Korea, the volunteers explaining 
the significance of places and cultural heritage and entertaining tourists in tourist 
destinations. 
In chapter 1 I examine who culture tour guides are, focusing on the institution 
and what kinds of roles are expected as institutionalized culture tour guides. 
Chapter 2 considers how the system of culture tour guides was developed by the 
national government, highlighting the Kim Dae Jung government’s cultural policy 
related to the Asian currency and economic crisis. In chapter 3 I analyze a series 
of conflicts and disputes over the age limits applied to culture tour guides. Chapter 
4 sheds light on the discrepancy of a national system of culture tour guides paying 
attention to narratives of 3 culture tour guides in Gunsan city. Finally I attempt to 
explain the attributes of culture tour guides as institutionalized volunteers and their 
voluntariness.
